BIS論壇　No.248　「TPP他　新年のグローバル経済動向」中川十郎
　２０１８年は世界の政治経済は波乱含みである。英国のEUからの脱退交渉も動き出しつつある。中東ではトランプ大統領が米国大使館をエルサレムに移すと宣言し、パレスチナ側は反発を強めている。新年早々イスラエルを訪問したペンス副大統領は２０１９年末には米大使館のエルサレム移転が行われると発言。パレスチナに波乱を巻き起こしている。
１月２３日に始まった世界経済フォーラム年次総会のダボス会議ではインドのモデイ首相が「保護主義は人類の脅威だ。保護主義の動きがグローバル化を脅かしている」と多極秩序の構築を訴えた。また「IT（情報技術）の進展などで旧来の国際秩序は変化を迫られている」と強調した。さらに米国を中心に保護主義に傾く世界に警鐘を鳴らした。最終日に登壇するトランプ大統領がいかなる対応をするか見ものである。我が国よりは安倍首相、閣僚は国会開会を理由に欠席している。
　東京で開催中であったTPP(環太平洋連携協定)11の首席交渉官交渉は自国の文化保護を主張し、外国のオンラインコンテンツへの規制を認めるように主張していたカナダが協定の本文ではなく、各国と個別に結ぶ補足文書で限定的に主張を求めることで23日譲歩した。　　

またマレーシアの「国有企業への配慮の見直し」とブルネイの「サービス・投資自由化への配慮見直し」の凍結。ベトナムの「労働法規制までの猶予期間を各国と個別に結ぶ」こと。さらに米国が強く主張していた医薬品の開発データの保護期間（原則8年）や企業と政府の紛争解決制度（ISDS）など22項目の凍結に合意。その結果、署名式を3月8日にチリ・サンチアゴで行うことが決定した。各国が議会で承認し、6カ国が批准すれば60日後に協定は発効する。日本は通常国会での承認を目指すという。TPP11か国のGDPは世界の13%を占めるが、米国の離脱で40%から大幅に後退した。日本は先に合意したＥＵとの経済連携協定（ＥＰＡ）に並ぶ通商戦略の柱にしようとの戦略だが、楽観は禁物だ。
むしろＡＳＥＡＮ10カ国に豪州、ニュージーランド、インド、中國、韓国、日本を加えた16カ国のＲＣＥＰ（東アジア地域連携協定）成立に尽力すべきだ。さらに中国が主導している『一帯一路』（アジア、中央アジア、中東、アフリカ、ヨーロッパ66カ国参加）のインフラ建設計画や物流網構築での協力、その融資を担当するＡＩＩＢ（アジアインフラ投資銀行＝80か国）への参加や協調融資などに尽力すべきだ。しかし安倍政権は「一帯一路」については参加を希望する民間企業への支援や国際協力銀行などの融資は検討するとして腰が引けている状況だ。ＡＩＩＢについては日本政府は参加しない方針とのことだ。
２１世紀に世界の経済発展センターになるアジア・ユーラシアへの日本のグローバル戦略の貧困ぶりを嘆かざるを得ない。
一方、アメリカ・ファーストを唱えるトランプ政権は対中圧力を強化。1月22日、中国の太陽光パネル（１年目に３０％の追加関税）と韓国の家庭用大型洗濯機（120万台を超える部分に５０%の関税をかける）など１６年ぶりのセーフガードの発動に踏み切った。
中國はこれに反発し、報復措置を検討中だ。韓国は２２日ＷＴＯ（世界貿易機関）への提訴を決定。米中韓の貿易摩擦が激化する中、米中韓貿易戦争の推移を十分注視すべきだ。
